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まえがき 
 

 
 近年の急速な技術革新および産業構造の変化等に伴って，労働の場にもさまざまな設備や機器，化学

物質等が次々と導入され，また就業形態も仕事の仕方も多様化しています． 

 
 このような状況の中で，働く方々の心身の健康を確保し，快適な職場環境を形成・維持していくため

には，職場環境の変化や新たに導入される設備や材料のもたらすさまざまな安全衛生上のリスクを危害

が顕在化しないレベルに適切にコントロールすることが必要ですが，そのためには，設備や作業等の高

度化・複雑化および危険有害性のデータが明らかでない化学物質等の導入がすすむ現状に鑑みますと，

関係者には，従前にも増して労働衛生に関し工学的な分野を含む広範で専門的な知識が要求されていま

す． 

 
 本書は，職場に存在する化学物質等の化学的因子，暑熱・寒冷環境，騒音，振動および放射線等の物

理的因子，感染症等の生物的因子ならびに労働衛生における人間工学的課題について広く取り上げ，そ

れぞれの本来有する危険有害性（ハザード）およびその労働者の健康にもたらす悪影響の実態（リスク）

ならびにリスクの管理の方法等について，それぞれの分野の専門家が要点をコンパクトにまとめたもの

です． 

 事業場の衛生管理者，安全衛生担当者，産業医，産業保健スタッフの方々をはじめ，業種にかかわら

ず事業場で労働衛生に携わる方々，また学生や行政関係者にも，ハンディでありながら内容の高度かつ

豊富な好個の参考書と考えております． 
 本書が関係各位に広く活用され，職場における労働衛生管理の一層の推進および高度化に役立つこと

を希望するものです． 

 
 平成 21年 12 月 

社団法人 日本作業環境測定協会   
会長  大下 滋   
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1.2 上肢作業の健康障害とその予防 

1.2.1 上肢作業の健康障害 
上肢の反復動作の多い作業例  上肢をあげた状態で行う作業例 

頸部，肩の動きが少なく，姿勢が拘束される作業例 
上肢等の特定の部位に負担のかかる状態で行う作業例 

1.2.2 発症予防および健康管理 
1.3 交替制勤務（深夜業務）による健康障害とその予防 

1.3.1 交替制勤務（深夜業務）の実態 
1.3.2 交替制勤務（深夜業務）の健康管理 

1.4 照 明 
1.4.1 光（照明）環境の定義および基準 

事務所衛生基準規則 
事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針 

1.4.2 照度，輝度の測定 
1.4.3 光環境の評価・改善 

第２章 VDT作業における健康影響とその予防 
2.1 VDT作業による健康影響 

2.2 予防対策 
2.2.1 VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン 

2.2.2 具体的な予防対策 
空調  ディスプレイの見やすさ  作業時間  姿勢 

2.3 VDT作業の労働衛生管理 

第３章 職業性腰痛とその予防 
3.1 職業性腰痛の発生状況 
3.2 腰痛予防対策指針 

3.3 具体的な腰痛予防対策 
作業の自動化/機械化  補助機器の使用 

作業姿勢，作業時間，作業環境などの対策 
3.4 腰痛予防に関する労働衛生管理 
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１．はじめに 

 

 労働衛生工学という言葉が使われるようになったのは昭和 30 年以降のことである．日本労働衛生工

学会が創設され，行政的には労働衛生工学コンサルタントの制度などが施行されるなどして，現在では

労働衛生工学という言葉は一応市民権を得た形になっている．現在労働衛生工学と呼ばれている分野が，

どのような範囲の研究や労働衛生上のどのような部分の仕事を包括するものであるかという点について

は，後にふれることとするが，すでに半世紀以前，労働衛生工学という言葉がなかった頃から，有害物

質へのばく露による労働者の健康障害を防止するには，現在労働衛生工学と呼ばれている分野の仕事が

極めて重要であることが意識されていたのである．そのよい例は，1938年に刊行された石川知福著「塵

埃衛生の理論と実際」３）に見ることができる．すなわち，石川はこの著書の中で珪肺の予防に関し， 
 「塵挨問題は結局塵挨発生原因を刈除することが抜本塞源的手段である． これに次いで塵挨の発生源

からの拡散を防遏すること，更に従業者の吸塵を防止するの装置と方法を実施することは，二次的の処

理として止むを得ざるの対塵対策である．しかもこれら３種の方法は，主として工学的管理に属するの

であるが，これに医学的衛生学的意義付けと協力なくしては，その実施に有効性を期し難い」 
 とし，現在でいう労働衛生工学の知識と技術こそが，珪肺を予防するための根本的対策を提供するも

のであることを説いている． 
 この考え方は，粉じんの吸入に起因するじん肺の予防という観点から述べられているが，作業場の空

気中に浮遊している種々の有害なガス，蒸気，粒子状物質の吸入による健康障害はもちろんのこと，物

理的な環境因子へのばく露による健康への影響を防止しようとする場合にも，まったく同様の考え方が

成り立つことは今日では疑う余地のないところである． 
 労働衛生工学の具体的な各論について解説を行う前に，作業環境測定を軸に進められている作業環境

管理の理論的，技術的な基盤となっている労働衛生工学がどのようなものであって，労働衛生管理全体

の中でどのような位置づけのもとに，どのような役割を担っているのか，さらに今後に残されている課

題など労働衛生工学と呼ばれている分野の概要を述べておくことにする． 

序章 労働衛生工学序説 


